建災防栃木県支部様式２０

災害防止協議会規約

第１章　総則

第１条　名称
　1)　この会の名称は、　　　　　工事災害防止協議会（以下協議会という）という。

第２条　所在地
　1)　本協議会は、　　　　　工事作業所内におく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　郡
　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　　　町　　　　丁目　　　　番地

第３条　設置期間
　1)　本協議会は、次の期間とする。　　　　平成　　年　　月　　日から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日まで

第４条　目的
　1)　本協議会は、労働安全衛生法第３０条「特定元方事業者等の講ずべき措置」に基づく協議組織であり、会員相互の協議により、当該工事における統括管理の円滑なる運営を図り、もって関係労働者の災害防止に寄与することを目的とする。

第５条　用語の定義
1)　この規約における主要な用語の意義は、次のとおりとする。
　　⑴　関係請負人とは、特定元方事業者である○○建設株式会社が統括管理義務を有する工事関係事業者をいう。
　　⑵　関係労働者とは、○○建設株式会社及びその関係請負人の使用する労働者をいう。

第６条　構成
1)　本協議会は、特定元方事業者の統括安全衛生責任者・店社安全衛生管理者をはじめ特定元方事業者の関係職員及びすべての関係請負人を会員とする。
2)　会員は、協議会に参加することが著しく困難な場合、代理人を参加させることができる。　この場合、関係請負人は当該代理人に対し、必要なすべての権限を与えなければならない。
3)　会員は、遅滞なく当該災害防止協議会に入会しなければならない。
4)　協議会の役員は、次による。
　　⑴　会長　　　１名
　　⑵　副会長　若干名
　　⑶　幹事　　若干名
5)　会長は、作業所長とする。
6)　副会長は、会員の中から互選により選出する。
7)　幹事は、会員の中から互選により選出する。

第２章　運営

第７条　協議会の開催
　1)　本協議会は、定例協議会として毎月１回開催する。
　2)　定例協議会は、毎月第　　週の　　曜日に開催する。
3)　臨時協議会は、会長が必要と認めたとき招集する。

第８条　協議会の議事
1)　本協議会は、次の事項について協議する。
　⑴　会議及び役員会の協議事項の周知徹底の方法
　⑵　建設現場の安全衛生管理の基本方針、目標、その他基本的な労働災害防止対策を定めた計画
⑶　月間又は週間の工程計画
⑷　機械設備等の配置計画
⑸　車両系建設機械を用いて作業を行う場合の作業方法
⑹　移動式クレーンを用いて作業を行う場合の作業方法
⑺　労働者の危険及び健康障害を防止するための基本対策
⑻　安全衛生に関する規程
⑼　安全衛生教育の実施計画
⑽　労働災害の原因及び再発防止対策
⑾　労働基準監督官等からの指導に基づく、労働者の危険の防止又は健康障害の防止に関する事項
　⑿　労働安全衛生規則「特別規制」第６３５条～第６４２条の２に掲げる事項
　　　①　協議組織の設置及び運営（第６３５条）
　　　②　作業間の連絡及び調整（第６３６条）
　　　③　作業場所の巡視（第６３７条）
　　　④　教育に対する指導及び援助（第６３８条）
　　　⑤　計画の作成（第６３８条の３）
　　　⑥　関係請負人の講ずべき措置についての指導（第６３８条の４）
　　　⑦　クレーン等の運転についての合図の統一（第６３９条）
　　　⑧　事故現場等の標識の統一等（第６４０条）
　　　⑨　有機溶剤等の容器の集積箇所の統一（第６４１条）
　　　⑩　警報の統一（第６４２条）
　　　⑪　避難等の訓練の実施方法等の統一等（第６４２条の２）
⑫　土石流危険箇所の避難の訓練の実施方法等の統一等（第６４２条の２の２）
⒀　特定元方事業者安全衛生委員会等の審議決定事項の連絡と周知徹底
⒁　安全衛生に関する諸行事に関する事項
　⒂　その他の労働者の危険又は健康障害の防止に関する事項

第９条　役員会
　1)　会長は、次の事項につき、緊急時その他本協議会によることが困難と認めた場合に役員を招集し、役員会の協議をもって本協議会の協議にかえることができる。
　　⑴　第８条1)の協議事項のうち⑿の②③の事項
⑵　その他緊急やむを得ざる事項

第１０条　職務
1)　会長は、協議会を代表し、本協議会の運営にあたる。
2)　副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはその職務を代行する。
3)　幹事は、諸行事について、準備・運営にあたる。
4)　会員は、協議会に参加するとともに、協議された事項につき、各自の関係労働者に周知徹底させる。

第１１条　事務
1)　協議会の事務は、○○建設株式会社が行う。
2)　会議は、議事録を作成し、当該災害防止協議会がこれを保管する。　工事終了後は○○建設株式会社に移管するものとする。

第３章　雑則

第１２条　会費
1)　会費は、原則として徴収しない。　ただし、必要が生じたときは現場代理人と関係請負人との協議に諮り、臨時に会費を徴収することができる。
2)　分割発注された特定元方事業者を、関係請負人に含めて協議組織に編入する場合は、特定元方事業者間において、必要な経費を分担するものとする。


付則
第１条　この規程は、平成○○年○○月○○日から実施する。
